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(1  cos )(j  r) (1)
である。ここで、 及び  は局在スピン (磁化)の方向を特徴づける極座
標で、j は系に流れる電流密度を表し、 P は伝導電子のスピン分極率で
ある。また ~ はDirac定数 (プランク定数 h を 2  で割った量)で、 e は
電子電荷の大きさである。この相互作用項は以下のように、スピンゲー
2
ジ場 (の断熱成分) Azs [4, 5]に対するゲージ・カップリングとして
Hst =
Z
d3r(js Azs ) (2)
と書き直される。ここでは、 js  Pj 及び Azs  ~2e(1  cos )r である
ことを用いた。この相互作用項はまた j = BE (Ohmの法則)を用いて
Hst =
Z
d3rPB(E Azs ) (3)











d3r(n  se) (4)








化)の方向 n = (sin  cos; sin  sin; cos ) に射影された電子スピンの波
動関数は量子力学の知識から
jni = cos 
2






ここで  は  は n の極座標であり (図 2を参照)、j "i 及び j #i は電子ス
ピンの状態を表す [7]。
図 2: 局在スピン空間におけるベクトル場 n の極座標 (, ) [5]。




hn(r + dr)jn(r)i ' 1 + dr  hnjrjni
' ei e~drAzs (6)





(1  cos )r (7)














と書けることがわかる (図 3を参照)。ここで C は背景場として非一様な
磁化構造が存在するときの座標空間における閉じた経路を表す。
図 3: 太い矢印は背景にある磁化構造を示し、細い矢印は伝導電子が動
く経路 C を表す [6]。強い sd 交換相互作用と非一様な磁化構造の存在に
よって、伝導電子スピンが位相因子 ei' を獲得する。
この位相 (8) の存在は取りも直さず、有効的な磁場 Bs が存在するこ
とを意味する。なぜなら式 (8) に対して Stokesの定理を適用して閉じた



























である。ここでEs    _Azs と定義される (ゲージ固定)。ここで導入され
た 2つの場 (Es 及び Bs)はその定義から Faradayの法則、すなわち












(1  cos )@ (12)
( は x; y; z; t をとる)をEsとBsの定義に代入すると、スピン電磁場は
n = (sin  cos; sin  sin; cos )を用いて以下のように書けることがわか
る (Esの表式を得る為には定義としてゲージ自由度を固定していないも










ijkn  (rjnrkn) (14)
この時ijkはLevi-Civitaの完全反対称テンソルで、i; j; kはおのおの x; y; z
をとる。スピン磁場 Bs はその表式から磁化構造が空間的に張る立体角
で記述されているため (図 5を参照)、スピンBerryカイラリティー [9] あ
るいは スカラーカイラリティー と呼ばれる。一方、スピン起電力とも呼
ばれるスピン電場 Es は 磁化構造 n が時間的に変化することで生じる
時空上でのカイラリティー (時間と空間の 2つ方向に対して張られる立体
角)になっている (図 5を参照)。
図 5: 3つのベクトルによって張られる立体角 [21]。この立体角は断熱極
限ではスピンBerry位相に一致する。
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スピン電場・磁場の表式 (13) 及び (14) は 1987年にG. E. Volovikが
ゲージ場の観点から導出した [10]。元々、磁化構造の運動に起因して有効




















































と記述される。ここで F  @A   @A は場の強さを表す電磁場テン
ソルで、A  (At; Ax; Ay; Az) は 電磁場を記述する U(1) ゲージ場であ
り、相対論において 4元ベクトルで表現される量である。この時電場E
及び磁場B はそれぞれE    _A +rAt 、B  r A と定義される。
また  及び  は おのおの t; x; y; z をとる。従って、相対論の世界にお
いて許される項は jEj2 もしくは jBj2 に比例するものに限られる。実際




d3r(jEj2   jBj2) (16)
と書ける。ここでは簡単のため、光速 を c = 1 として扱っている。これ
を金属強磁性体中の伝導電子の場合に拡張すると、伝導電子は電荷自由
度に作用するゲージ場 A とスピン自由に作用するゲージ場 As の 2つの
ゲージ場と相互作用することになるため、トータルの電場 Etotal と磁場
Btotalはそれぞれ
Etotal = E +Es
Btotal = B +Bs (17)
となる。ここで Es 及び Bs はそれぞれスピン電場及びスピン磁場と呼
ばれる有効電場・磁場を意味する。そのため仮に考えている系が相対論
的であるならば、系のラグランジアンには、 jEj2 及び jBj2 に比例する
項が (E +Es)2 及び (B +Bs)2 へと変更されることに起因して、E Es
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有効ハミルトニアンは虚時間 ( と表示) 形式の径路積分によって計算
することができる [33]。 ここでは簡単のため ~ = 1 として扱う (~ は
Dirac定数)。本研究で着目する系は金属強磁性体である。 金属中の伝導
電子はスピン自由度分の 2成分をもつ消滅及び生成場 [それぞれ c(r; )と
c(r; ) で表記] によって記述される（第 2量子化による表現）。この時、c
及び c は演算子ではなく、Grassmann代数に従う c-数であることに注意
しなければならない。イントロダクション 1.2で述べたように、伝導電子
スピンは sd 交換相互作用を通じてベクトル場n(r; ) によって記述され
る局在スピン (磁化)と相互作用する。従って、考えている電子系の全ハ
ミルトニアン H は以下のようになる。











d3rn(r; )  (c(r; )c(r; )) (19)
ここで、 は化学ポテンシャル、me は電子の質量、sd は交換エネル
ギー、 n = (sin  cos; sin  sin; cos ) は局在スピン (磁化)の方向を表
す単位ベクトル (とはその極座標で、それぞれ天頂角と方位角を表す)


































 !r c(r; )  e
2
2me




 !r c  c (rc)  (rc) c であり、 e は電子電荷であ
る (e > 0)。ここでは取り扱う磁性体の厚さが、外場として加えている電
磁場の侵入長の大きさよりも小さいような薄膜を想定している。系のラ
グランジアンは H を Legendre変換することで
L 
Z




d3rc@c+H となることに注意)。局在スピン (磁化)とゲージ場 A を
記述する有効ハミルトニアンは電子場に関して積分 (integrate out)する
ことで得られる。すなわち、有効ハミルトニアンは
He(; ;A)    lnZ (23)
と定義され、Z は






と記述される。ここで  = (kBT ) 1 は逆温度、kB はBoltzmann定数、T











c(r; ) = U(r; )a(r; ) (25)
ここで、 U(r; ) は 2 2 のユニタリー行列 (U y = U)で、a はゲージ変
換後の電子を記述する場である。また U(r; ) として



















U y = U (28)
及び




であることから (ij はKroneckerのデルタ記号、ijk は Levi-Civitaの完
全反対称テンソルで、i; j; kはおのおの x; y; z をとる)
U yjU = mj(m  )  j (30)
が得られるので
U y(n  )U = z (31)
が満たされていることは簡単な計算によって確認できる (式 (30)及びm 




図 6: 伝導電子は一様な背景磁化の下でスピンゲージ場 (赤い線)と相互
作用する [5]。
またこの局所ゲージ変換によって電子場の微分項は
@c = U(@ + ieAs;)a (32)
のように共変微分の形に変更される (この変換はスピン空間におけるゲー
ジ変換になっているため)。
As;    i
e
U 1@U (33)











と書けることがわかる (式 (26)を 式 (33)に代入すれば簡単に示せる)。
ここで  = x; y; z;  は空間成分と時間成分に対する添字で、 = x; y; z























































 !r i    r ia
ji   ie 1
2me
a
 !r i    r i a (39)
はそれぞれ、スピン流と電流を意味する。ゲージ変換後のラグランジア
ン (36)は、電子場 a が sd 交換相互作用のため強くスピン偏極されてい
る項 (式 (37) の第 4項)と、ゲージ場との相互作用を表す項 (式 (38))が
完全に分離されており、以後の解析における出発点になる。
2.3 径路積分による有効ハミルトニアンの導出
ここでは電子場 a に関して径路積分を実行 (Fermi場を取り扱うため、
反周期境界条件：a(r; 0) =  a(r; )及び a(r; 0) =  a(r; )を満たす径路
積分を行わなければならないことに注意)し、2つのゲージ場 As;i と Ai
に対する有効ハミルトニアンを導出する。スピンゲージ場は局在スピン





































と計算する。ここで摂動展開の条件としてゲージ場 (Ai 及び As;)のエネ





 < 1014 1=s とすればよい。































































se(r; )  1
2
ha(r; )za(r; )i















0; ;  0)  hjs;i(r; )js;j(r0;  0)i
ij(r; r
0; ;  0)  hjs;i(r; )jj(r0;  0)i
ij(r; r
0; ;  0)  hji(r; )jj(r0;  0)i (44)
はそれぞれ、スピン流-スピン流相関関数、スピン流-電流相関関数、電流-






















sd は電子のエネルギーである。また、f(k)=(ek + 1) 1 は Fermi-
Dirac分布関数を意味し、 =  は電子スピンの指数である。式 (41) で
は、ゲージ場の 1次に現れる hjs;ii と hjii は 0 になるため省略している。





















































と定義される。sgn(n) は n > 0 と n < 0に対してそれぞれ sgn(n) = 1
と  1 という値をかえす符号関数である。k = k22me     sdz は行列
表示での電子のエネルギーで、e は不純物 (弾性)散乱によって生じる電
子の寿命 (式 (18) では不純物ポテンシャルの項をあらわに書いていない
16
が、ここではその散乱の効果をGreen関数の自己エネルギー部分に寿命
として取り込んでいることに注意)で 、tr は電子スピンに対する traceを
表す。また qはゲージ場が運ぶ波数ベクトルを表し、!n  (2n+1) は電
子がもつ fermionicな松原振動数で、 
`  2` はゲージ場がもつ bosonic


















































































































となる。ここで gk;(i!n) は 温度Green関数 (47) の行列要素であり
gk;(i!n) 






と定義される。さらに複素数 z  i!nを導入して留数定理を用い整数に
対する和 (松原 sum)を複素積分に書き換え、積分を実行することで相関
















































































と書ける。ここで C は虚軸を反時計回りに囲む積分路 [34, 35]を表す (留
数定理を用いる際、反時計回りの経路を採用するため符号が反転するこ
とに注意)。
ここから式 (51) において、解析接続 (
 + i0  i
`) [35] を行った後、
ゲージ場の波数ベクトル q と角振動数 
 について展開し積分を処理す
る。q と 
に関して 2次まで展開を行う (展開パラメータはそれぞれ q=kF
[kF は電子の Fermi波数]と 
eで、今考えている系では q=kF  1及び










































+ c(qiqj   q2ij)

(52)
となる。ここでの計算過程において、(Fe) 1 [F は電子の Femiエネル
ギー ]の高次の寄与は無視している [金属の条件：(Fe) 1  1を採用し
18
































である (Fermi-Dirac分布関数が f(k) ' ( k) とHeavisideの階段関












F + sd (56)
はそれぞれ電子のスピン依存の Fermi波数と単位体積あたりの状態密度






























































































s;i = Je(rn)2 (59)







(ne   b) (60)
' (kF+   kF )
2
1202m2esd(kF+ + kF )





















































を考えることになる (式 (63)では時間積分を省略している)。ここで、E 







ジ変換 (25)によって sd 交換相互作用項が対角化されている (スピン空間
の z 成分が特別に選ばれている)ため、スピンゲージ場の断熱成分 (Azs )
が物理場として活躍できる点である。
3.1 スピン移行効果とスピン移行トルク











































r E = 0 (67)
を用いた。この時 e = (  sin; cos; 0)、e = (cos  cos; cos  sin;  sin )



















団座標として採用される中心座標 X と磁壁面の角度  はお互いにカノ




される。ここでは z 軸方向に磁化の容易軸をとり、 Ref. [5] において指
摘されている無次元のパラメータ  (ここの は逆温度ではない) によっ
て記述される非断熱性を無視する。さて、位置 x = X(t) で x 軸方向に
23
変化する磁化をもつ平らな磁壁 (図 8を参照)は
cos  = tanh
x X





;  = (t) (68)
によって記述される (集団座標の方法)。
図 8: スピン容易軸 (スピン空間における z 軸)と空間軸 (磁化が傾く方向
である座標空間における x 軸)が直交している磁壁 (Bloch磁壁) [5]。図
中の小さな四角形は磁壁の容易面を表す。
そのため、X と  に対する運動方程式は [38]









となる。ここで  は磁壁の厚さ、  は Gilbert緩和定数、a0 は格子定数



























を用いることで計算することができる。ここで e = (  sin; cos; 0)、















と評価できる。次に   10 2、P  0:8 [39]、B  108 
 1m 1 及び
S = 1 と設定し、その大きさを数値的に見積もる。 j = 1012 A/m2 に
対応する E  104 V=m の電場に対して、j _Xj  4 m=s、j _j  4  106
s 1 と得られる。そこで   10 8 m [40] と選べば、jEsj  0:1 V=m を
得ることができる。実験的に測定されるものは Es によって生じる電圧で
ある。Es は磁壁に局在するので、1つの磁壁によって生成される電圧は
Es  1 nV 程度になると評価できる。この値は決して大きいものではな
いが、検出可能な大きさではある。例えば、外部磁場によって駆動され


















と評価できる。この時、sea30  P=2 と近似している。 の典型的な値は、
  10 2、kF  100 及び (Fe)=~  100 に対して   10 4 となる。
この変換効率は垂直磁気異方性をもつ磁性体や弱強磁性のような薄い磁
壁をもつものに対して大きくなることが予測される。
スピン移行項とは別に、式 (63) の第 2項は、外部電場とスピン電場の
間の直接的な結合を記述する。この項による寄与を数値的に精密に見積
もるには注意が必要である。なぜなら、この Es は通常の電磁気学で述べ
られるような (Es)2  (Bs)2 のようなラグランジアンではなく、局在スピ













式 (63) の第 3項は、外部磁場の存在に起因して生じる。この項は、外
部磁場が磁性体にかけられたときにスピン磁場が誘起されることを意味




























































と記述できる。3d 強磁性金属では、交換エネルギーの大きさ J=a20 は 1




B = 10 4 eV 程度である。そのため通常は一様な外部磁場だけでスピ
ン磁場 Bsを誘起させることは難しい。しかし、分子磁性体のような弱強
磁性体では状況が異なってくると考えられる。例えば、5 K 程度の強磁
性転移温度をもつ系 [41] では、Fermiエネルギーの大きさが 1 eV 程度で
ある場合、5 Tの磁場で有限の有効磁場 Bs を誘起させることができる。
本研究では、 sd 交換相互作用が非常に強い極限を考えているため、この
効果を弱強磁性体の場合に直接適用することは適切ではない。そのため、
Ref. [20] における取り扱いによって有効磁場 Bs と 外部磁場 B の間の
相互作用を評価しなければならない。しかし、弱結合の領域であっても








nx  iny = 'ei(kx 
t) (79)












で記述できる場合を考える。 s  12(sx  isy) は磁化の z軸まわりの微
小なゆらぎを表し, 'j はスピン波の振幅, kj 及び 
j (j = 1; 2) はそれぞ
れ 2つのスピン波の波数と角振動数である。したがって、この時スピン
波によって誘起されるスピン電場の表式 (13)は
Es;x '   ~
2e













に電流を流すことで発生する磁場を用いることで、およそ 7 GHz の同じ
振動数をもつスピン波を生成できることが実験的に確認されている [43]。
この実験手法は、スピン電場を誘起するのに適していると考えられる。ス
ピン波の波数と振動数の値をそれぞれ k = 0:4 m 1、 2  7 GHz [43]
とすれば、 k




















































































































































































































































































が Im(z) = 0 と Im(z + i!n) = 0 に分岐線をもつことになる。そのため
積分を実行するには積分経路を図 9のように設定しなければならない。
図 9: 複素平面上の積分路 1; 2; 3 [35]。全ての松原振動数を含んだ形で、
分岐線を避ける経路 (1; 2; 3)に沿って積分は実行される。1 と 2 の間





`)  1(q; i
`) + 2(q; i



















































































































































































































































0 の項 ( 0)、




















































































































































































































































;(!) = 0 (98)
となることが確認できる。
次に








































































































































































































































;  gak+ q
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2   (gak;)2grk;] (106)
と展開する。k についての和は、一度波数空間での積分になおした後エ
ネルギーについての積分に変換し複素積分を用いることで計算を実行で
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